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　はじめに

　９０年の「万人のための教育」（以下Ｅ

ＦＡ）世界会議は、６０年代に相次いで開

催されたユネスコの国際的教育会議と並ん

で、世界の教育を考える上で重要な意味を

持っている。２０世紀の最後の１０年に、

教育の分野で何が必要かを示したからであ

る。この会議はユネスコのみならず世銀や

ユニセフ、ＵＮＤＰが共同開催したことが

示しているように、ＥＦＡを実現するため

の国際協力を視野に入れたものであった。

ＥＦＡにむけての国際協力を担うドナーの

会合は２年後の 92 年に行われたＯＥＣＤ･

ＤＡＣの「基礎教育会議」である。ＤＡＣ

ではその後９６年に「新開発戦略」を採択

し、新たな開発目標を設定した。その開発

目標には２つの教育目標が掲げられている。

これまでのところＤＡＣが基礎教育分野で

会議を持ったのは９２年のこの時だけであ

る。そしてこの年のＤＡＣ議長報告にはこ

の会議の決定内容が取上げられて話題とな

った。しかし、この会議の準備の状況や論

議の内容はほとんど知られていない。筆者

は当時の勤務先であった国際協力事業団か

ら正式オブザーバーとして会議に参加する

機会を得た。この会議は９０年以降現在ま

で、援助国及び国際機関が基礎教育分野の

国際協力を包括的に討議した唯一の場だと

いうことができる。

　本論はこのＤＡＣ基礎教育会議の準備か

ら最終報告にいたるまでを当時の私的なメ

モによってたどることで、この会議の意味

を現在の文脈でとらえることを目的として

いる。同時に国際会議と言う国際教育協力

のもう一つの現場について考えることも目

的である注１）。

１.ＤＡＣ基礎教育会議の開催に向けて

(1)事務局文書「ＤＡＣ（９２）１４」

　国際会議開催のためにＤＡＣ事務局は、

会議参加国および国際機関に会議開催と内

容を知らせる事務局文書「ＤＡＣ（９２）

１４」を送付した。本会議の参加者はＤＡ

Ｃ加盟国とオブザーバーとして世界銀行、

ユニセフ、ユネスコ、ＵＮＤＰ（国連開発

計画）、サヘルクラブの５国際機関の代表

である。文書の概要は次の通り注２）。

【会議の目的】

　９０年のＥＦＡ以降のＤＡＣメンバーの

基礎教育援助のレビューを行う。審議のポ

イントは以下の４点。

・基礎教育の進め方の新しいアプローチ。

・地球・国別レベルで何が必要とされるか。

・開発援助機関はその援助をより効率的に

するためにどのような措置（戦略、方

法）をとれるのか。

・資金はいかに動員できるか。調整はどの

ようにすることで最大限に利用されるか。

　国際会議の場合には議題の用語の定義が

問題となる。場合によっては定義の議論で

会議の半分が費やされてしまうからである。

本会議における基礎教育 Basic Education

の定義は、当然のことながらＥＦＡ世界会

議における定義（「万人のための教育世界

宣言」第５条）がそのまま用いられた。す

なわち、「幼年時の保育、就学前教育、初

等教育または代替プログラム、若年層、成
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人のための識字訓練、技術訓練、健康、科

学、技術、環境等に関するプログラム、情

報、通信のためのチャンネル」である。

【基礎教育に対する状況認識】

　この時点における基礎教育の状況に関し

てＤＡＣ事務局は次の様な認識を展開して

いる。

　８０年代の途上国経済の悪化（貿易収支、

対外債務）と構造調整プログラムによる公

共予算の削減によって、基礎教育はマイナ

スとなった。そのために低い教育投資、低

い生産性、低い社会開発．．．という悪循

環をもたらしている。

　ユネスコによれば、２０００年には１億

１千８百万人の学齢児童が未就学になる。

そのうちの３４％が南アジア、３１％がサ

ブ・サハラ・アフリカ地域である。この二

つの地域では人口増加率が高く、学校を倍

増させなければならない地域もある。また、

社会慣習や宗教的理由により女性の就学率

が男性の４分の３にとどまっている国には

特別な努力が必要である。９０年には９億

４千８百万人の非識字人口があり、そのう

ち２億８千１百万人がインド、２億２千４

百万人が中国に集中している。サブ・サハ

ラ・アフリカ、中近東、南アジアでは識字

率は５０％程度、識字率の男女格差が 25％

である。また、この三地域の非識字人口は

依然として増加している。

　初等教育への投資の収益率は中等教育よ

り高く、中等教育のそれは高等教育より高

い。世銀は女性の教育は途上国の他のいか

なる投資よりも見返りがあるとしている。

なぜならば女性の教育は乳児死亡率の減少、

出生率の減少、保健水準の向上、貧困の緩

和、生活水準の向上に大きく貢献するから

である。特に女性の識字率と人口増加率に

は強い相関があることから、基礎教育の普

及は開発の効率を低くしている人口増加対

策として必要不可欠である。

　現在の基礎教育における問題としては、

適切な教材の不足、適切な訓練を受けた教

員不足、低い教員給与、教育効率性の悪さ

（落第、中退）の４点が挙げられている。

【教育援助の状況】

　教育援助に関しては次のように述べてい

る。

・ＥＦＡの目標を達成するために必ずしも

追加的な資金を必要とせず、既存の教育

予算の再配分で対応可能である。

・現在多くの低所得途上国においては国家

予算のおよそ１割を教育予算にあててい

るが、高等教育分野の優先度が高い。高

等教育に対する補助金などを他の措置で

代替し、基礎教育の予算に回すなど、優

先順位のシフトが必要である。途上国サ

イドが基礎教育への優先順位を明確にす

ることが求められており、その環境作り

にドナーは政策協議などを通じて関与す

ることが必要である。

・ＥＦＡを実施するには向こう１５年間に

最低年間１００億ドル（別の試算では

２００億ドルとの試算）が必要である

が、それは先進国の軍事費の１％に満

たない。

・援助は最も困難な国の最も恵まれていな

い層に対象を絞るべきである。ただ識字

や基礎教育支援を必要としている国は資

源、財政、人材に欠ける国であり、大規

模な援助を吸収する能力に限界がある。

　このように事務局文書は多少寄せ集め的

な要素があり、必ずしも一貫した論理の上

に構成されているわけではないが、途上国

とドナーの協調など９６年のＤＡＣ新開発

戦略にまで繋がる論点を見ることが出来る。

(2)日本サイドの会議への準備

　事務局文書とともに、いくつかのポリシ

ーペーパーが送付されたが、その中の主な

ものは、各国の基礎教育援助の調査をふま
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えたＤＡＣ事務局のコンサルタントが作成

した「基礎教育への国際援助：動向、政策、

様式」"International Aid to Basic

Education:Flows,Policies,Modality"(199

2)、ＵＳＡＩＤ作成の「教育援助手法の変

化」"Changing Method of Educational

Aid"(1992)、ユニセフの「女子教育促進戦

略」などがある。ＤＡＣのコンサルタント

はイギリスの国際教育協力研究者として名

の知られているロイ・カーヒル Roy Carr-

Hill とケネス・キング (Keneth King) で

ある注３）。また、米国援助庁（ＵＳＡＩ

Ｄ）のものは教育援助担当官フランク・メ

ソッド Frank Method が作成した。

　日本サイドではＯＥＣＤ担当部局である

経済協力局国際機構課が中心となり、ＤＡ

Ｃ会議参加者をも含めて対処方針が検討さ

れた。対処方針としては事務局文書「ＤＡ

Ｃ（９２）１４」の中に、予め各国が審議

のポイントに関連して対処方針を用意して

おくべき課題とされた１４点を中心に行わ

れた注４）。そのなかで当時の日本の援助政

策関係者の考え方が明確になっている部分

や会議の際に話題となった部分を記してお

きたい。【 】が課題、以下が対処方針案

である。

【ドナーの高等教育等に比しての基礎教育

分野への関心は低いが、どうすればバラン

スがとれるか】

  ９０年のＥＦＡを受けて外務省、文部省、

ＪＩＣＡ等の関係機関が有識者を交えて教

育援助検討会を組織し９１年３月に報告書

がまとめられている。この報告書は基礎教

育や教育行政、教育計画に関する協力はほ

とんど行われていないことの理由として次

の４点を挙げている。

・従来の技術協力は文字どおり一定のレベ

ルの教育を既に備えた人的資源に技術力

という付加価値を付け、それによって開

発を促進することを目標としていた。そ

のために基礎教育を受けていない層は援

助の対象者になりえなかった。

・日本においては基礎教育の重要性は認識

されているが、３Ｒは途上国が自ら対応

すべきものという考えが援助政策担当者

の間に根強い。また、戦前日本の植民地

や占領地における日本の教育の押しつけ

等から、日本の基礎教育支援は途上国か

ら否定的なイメージをもたれやすいとの

懸念が関係者の間にある。

・基礎教育への支援を考える際に、基礎教

育は現地語によって行われ、地域の文化、

社会を充分に理解する必要があるので、

専門家の育成が困難である。

・援助受入国からの日本への要請に基礎教

育分野がほとんどない。

　こうしたことから、日本においては基礎

教育の分野を教育援助の中心に持って行く

のは困難である。そのため人口・環境等の

地球規模の問題との関連で基礎教育の重要

性を訴えていくこと、対応可能なスキーム、

例えば小規模無償（当時）などを利用して

実績を積み重ねることと、及び専門家の育

成を必要としている。

【ＤＡＣメンバーは途上国の基礎教育にお

ける量的・質的なニーズにどのように対応

するのか】

  二国間援助よりも草の根レベルでの活動

や現地ＮＧＯの活用に経験を有する国連機

関（ユニセフ等）を通じた援助の方が即効

力があると考える。また、構造調整の際、

基礎教育分野に配慮するように世銀等に働

きかける必要がある。

二国間援助の分野ではノウハウの蓄積が

必要であり、当面は無償資金協力による校

舎建設、青年海外協力隊、ＮＧＯを通じた

教材や教科書製作支援等が可能。ノンフォ

ーマル教育への支援にはＮＧＯが適してい

る。
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【教育改革の必要な国に対する支援の効果

的方法をどう考えるか】

  基礎教育への予算のシフトを促すために

は、ドナー側より他の分野の無償資金協力

や食料援助を供与する際にこれにより浮く

費用を基礎教育に回すように要請すること

が必要であろう。

　効率的な教育方法については、同様な状

況にある国の成功例を国際機関が伝達する

などの情報交換が必要となる。また、マス

メディアを利用した基礎教育も促進すべし。

【援助受入国のキャパシティービルディン

グに関するＵＳＡＩＤからの提案はどのよ

うに考えるか】

  これはＵＳＡＩＤの「教育援助手法の変

化」に関するコメントを求めたものである。

このペーパーは主に途上国の教育セクター

の強化について、ＵＳＡＩＤの経験に基づ

いた提言がなされている。その多くはＤＡ

Ｃコンサルタントによる提言（教育予算へ

の資金投入、プログラム方式への傾斜）に

比して現実的であり、日本の今後の援助の

方法の検討に役に立つ。同ペーパーにおけ

る興味深い点は以下の通り。

・基礎教育セクターの予算についてのみ支

援する場合には、当該国の財政管理が強

固であるか否かを見極める必要がある。

そして、教育予算の全体を明確に把握す

ることが必要である。多くの場合、他の

省の教育予算、地方の教育当局の予算、

外国からの援助がカウントされていない

場合がある。

・構造調整において教育セクター支出の増

大を認める方向の場合、教育セクターに

新たに資金を投入せずに、仲介的役割を

果たせるＮＧＯを通じた教育援助を拡大

する方に振り向けたほうが効果的である。

・教育セクターに限定しない、より広い分

野を対象とした支援メカニズムを利用す

る方法がある。

・セクター支援は、一般的にセクター改革

に必要な経費を負担する資金援助とプロ

ジェクトサポート（技術協力、施設強化、

仲介的ＮＧＯ支援）が並行して行われる。

他のドナーとの役割分担が必要である。

・教育援助をプログラム方式かプロジェク

ト方式かで区別するよりも、国家計画の

枠の中に援助が位置付けられているか否

かが重要である。

【ＤＡＣ事務局コンサルタントペーパーに

指摘されている援助の実施率の低さとＮＧ

Ｏの活用について】

  ＤＡＣ事務局コンサルタントのペーパー

には援助のコミットは容易でも、その実施

が困難であることが示唆されており、如何

にして援助の実施率を高めるべきかが問わ

れているが、この点は日本には当てはまら

ない。

　ＮＧＯを活用したＥＦＡ達成のための有

効な戦略が問われているが、日本の現状を

考えると、ＮＧＯの活用は適切なマルチの

機関（ユニセフ、ＵＮＤＰ等）との連携が

ＮＧＯの活動を促進し、モニタリングして

いく上で適当であると思われる。

【教員給与の支援のような長期的なコミッ

トはドナーと受入国にとって如何なる結果

をもたらすか。その際にどうすれば、受入

国の援助依存性を低めることができるか。

また、どのようなプロセスのモニタリング

や評価が必要であるか】

  教員給与を支援すると、何等かの理由に

より、援助が途絶えた際には大きな問題が

起きる。そのため優秀な教員にたいする奨

学金、生活補助金のような形式が望ましい。

長期的なモニタリングには現地の中立的な

専門家が必要。

　こうした対処方針に見られるのは、当時

の日本の援助関係者が基礎教育は自助努力
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が相応しい分野であること、日本の援助ス

キームになじまないと考えていたこと、事

務局コンサルタントのいう教員給与等のリ

カレントコスト支援も視野に入れた長期的

援助に否定的なこと、ＵＳＡＩＤのフラン

ク・メソッドのいうキャパシティービルデ

ィングには肯定的であることが見て取れる。

これは、フィリップ・クームス Coombs

P.(1985)や潮木(1994)が指摘している基礎

教育支援がなされない２つの理由。つまり、

泥沼化する畏れがあること、途上国側が援

助を要請する際に基礎教育より高等教育を

選ぶことが、日本の場合にも当てはまるの

である。ただ、これと同時に教科書問題に

現れたように、アジア諸国には過去と現在

の日本の教育に関する強い危機意識があり、

時に政治問題化する危険性を常にはらんで

いることも大きな影響を与えていると考え

られよう。

２.会議における討議

　２日間の基礎教育会議はパリ１６区にあ

るＯＥＣＤ本部の通称シャトーと呼ばれて

いる会議棟の左端にある小さな会議室で行

われた。約４０人の正式代表と２０人ほど

のオブザーバーで議場は満員であった。

　会議は事務局の用意した議題にしたがっ

て進められ、議題は次の４点であった。

①「基礎教育の進め方の新しいアプロー

チ」

②「地球規模・国別ニーズ」

③「援助機関は効率的な援助のためにどの

ような措置（戦略･方法）をとれるか」

④「援助調整と資金調達」

　これらの議題は２日間の午前と午後の４

回に対応するものであったが、上級会合に

向けてどのような提言を行うかを討議する

必要があるために、①と②が同時に討議さ

れ、２日目の午後は、上級会合へ向けての

事務局案「基礎教育－ドナーの役割と責

任：ＤＡＣの結論」”Basic Education -

Donor Roles and Responsibility: DAC

Conclusions"(Draft) が議論された。注５）

【基礎教育のニーズとアプローチ】

　議題の①「基礎教育の進め方の新しいア

プローチ」と②「地球規模・国別ニーズ」

はまとめて討議されたため、ここでは「基

礎教育のニーズとアプローチ」と表すこと

にしたい。

  途上国において基礎教育の必要性に対す

る認識が高まりつつあるものの、政策決定

者レベルには充分に注目されていない。そ

の理由は教育に関する情報が不足している

からであるとの意見が多く出された。

世銀は開発政策の実行に成功した国は教

育や人的資源開発に重点をおいてきた国で

あるという結果を 91 年の"World Develop-

ment Report"で報告したことを紹介し、ド

ナーが途上国に教育に関する行動計画を作

成させるように働きかけ、それを支援して

いくことが重要であると発言した。これに

関連して、アメリカ、ノルウェー、日本他

多数の国が政策対話の中で基礎教育を取上

げることの重要性を指摘。また、アメリカ

は教育分野への技術協力そのものよりも、

教育分野の改革に対する支援が必要である

と述べた。

　日本は、基礎教育が国造りに不可欠であ

り、そのために基礎教育は開発のための戦

略的ツールであると同時に、基礎教育その

ものが開発目標となりうるとの主旨の発言

を行った。

【援助戦略と実施方法】

　このセッションでははじめにＮＧＯが話

題になった。基礎教育分野でのＮＧＯの幅

広い活動が紹介されたが、一方で、ＮＧＯ

のなかにも経験に大きな差があることや、

公教育の分野は得意としていないなど、Ｎ

ＧＯの教育援助に関する弱点の指摘があっ

た。



90 年以降の国際教育協力の動向

　世銀やアメリカ等はＮＧＯの育成が必要

であること、国家目標策定プロセスにＮＧ

Ｏを参加させること、公教育の分野でも貢

献してもらうことが必要であると発言。

　次に途上国の教育分野の Capacity Building

が取上げられた。イギリスやデンマーク等

からは、従来の奨学金留学制度や国外研修

の問題点として留学・研修修了後の帰国率

の悪さ、コスト高などが指摘され、途上国

内での低コストで幅広い人材を対象とする

研修方法が Capacity Building には有効

であるとの考えが示された。

　また、基礎教育に対する援助戦略はRecipient

Oriented に進められるべきであるという

考えにコンセンサスが得られた。

　日本は途上国の自助努力を重視するとい

う従来からの援助方針を表明し、

Recipient Oriented な基礎教育支援には

トップダウンの政策支援が必要であると述

べた。

【援助調整と資金調達】

　この議題をめぐっては、今回の会議の中

で最も激しい議論が交わされた。

　援助調整はこれまでＣＧやラウンド・テ

ーブルを初めとする国際的なレベルでの援

助調整が行われてきたが、今後は途上国が

積極的にイニシアティブを取って、行動計

画を策定し、援助調整を行うことが必要で

あるとの意見が多く出された。

　資金調達に関する議論では基礎教育のリ

カレント・コストに対する援助の是非、在

り方をめぐって、多くの考えが示された。

ＥＦＡの目標達成のためには長期のリカレ

ント・コストを含む教育予算に対する何ら

かの支援が必須との意見が多かった。しか

し、スイス、ノルウェー、日本などからは、

基礎教育にかかわるリカレント・コストの

うち、教員の給与を直接支援することは途

上国自身の自助努力促進に逆効果をもたら

すという懸念が表明された。スイスは特に

教員は途上国の公務員の中核をなすもので

あるため、教員だけを別枠にして給与を支

援することはその国の公務員制度を壊しか

ねないと強い反対意見を述べた。

　日本は資金調達の一環として教科書や教

材の提供が行われているが、持続可能な開

発に結びつけるには、それらを産業として

育成する等、自立を促す援助が必要であり、

リカレント・コストの支援は慎重に検討す

べきであると発言。

　この議題のまとめとしては、資金面の問

題においては、ドナーからのリカレント・

コストに関しては同意が形成されていない

とされた。また、途上国内でいかに教育分

野、特に基礎教育への予算を動員させるか

が大きな鍵であり、その引き金となるよう

な援助の実施が重要であるとの見方はコン

センサスを得た。

【事務局案「基礎教育－ドナーの役割と責

任：ＤＡＣの結論」】

この事務局案は、基礎教育分野への援助

の必要性に対する閣僚やハイレベルの援助

政策者の認識を高めるために上級会合でエ

ンドースするために提出された。しかし、

この内容に関して多くの意見が出され、結

局事務局案は会議の結果を踏まえて改定版

を作成して各国に再度送付して検討される

ことになった注６）。

　この事務局案にたいして、日本はパラグ

ラフ９の教員給与支援に関する部分は今回

の議場の懐疑的な意見を反映していないこ

と。パラグラフ２４の具体的な数字を含め

た教育援助の目標設定は今回の会議ではエ

ンドースすることはできないとコメントし

た。この二つのパラグラフはその後の改訂

において変更のあったところであり、次の

章であらためて検討する。

【基礎教育全体に関わる議場の意見】

　こうした個別の討議をふまえた議長のコ
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メントや全体的な意見を、会議を傍聴した

限りでは次の様にまとめることができよう。

　ＥＦＡ以降、多くの途上国が教育の充実

を図るべく努力してきており、教育分野の

国際協力の気運も高まっているが、まだ充

分であるとは言い難い状況である。ＥＦＡ

の目標達成はこのままでは困難であり、各

ドナー、国際機関およびＮＧＯによる効果

的な援助方法の検討や援助額の増加が必要

である。

　基礎教育は大きな人口に対する教育であ

ることから、資金調達が大きな課題となっ

ている。そのための方策としては、政策対

話を通じて途上国政府内での基礎教育分野

の予算の増加を働きかけること、ＤＡＣは

上級会合の場で閣僚レベルに強く訴え、各

国が長期的な視野にたった援助をコミット

するようにすることが必要である。

　ＤＡＣはＤＡＣならではの教育分野への

取り組み、例えば統計的データの収集やＥ

ＦＡのフォローアップ等を検討すべきであ

り、すでに多数ある教育関連のフォーラム

を新たに創設する必要はない。

　途上国の基礎教育の Capacity Building

のための協力に力を入れるべきである。同

時にドナー側も、この分野の専門家養成等

によって援助機関の Capacity を拡充する

必要がある。

　基礎教育の大きな部分をしめるノンフォ

ーマル教育の支援には、教育省だけではな

く、環境・保健・農業などを所管する他の

省庁との調整が必要である。したがって個

別のプロジェクトへのインプットだけでは

なく、セクターを横断的に包括するような

プログラムを援助すべきであり、プログラ

ム全体のアウトプットに着目するべきであ

る。

３.リカレント･コストと数値目標をめぐっ

て

【リカレント・コストをめぐって】

　事務局案「基礎教育－ドナーの役割と責

任：ＤＡＣの結論」のパラグラフ９は援助

の新しい可能性としてリカレント・コスト

への支援に言及したもので、内容は次の通

り。

　「ＥＦＡの実現と言う挑戦を達成するた

めに、協力の新しい様式が必要とされる。

まず、国家経済の枠組みや社会セクターの

増大という文脈のなかで議論されるべき基

礎教育のニーズに対して支援すべきである。

ＥＦＡは、途上国と援助国双方に対して長

期的そして持続的な支援を必要とする。し

かしながら、外部からの援助の多くは途上

国側の財政的な支援を必要としている。

例えば、教師のモラルや効率を保つために

は給与の支払を確実にしなければならない。

これに加えて、基礎教育は分野横断的（マ

ルチ・セクトラル）に実施する必要がある。

なぜならば、多くの基礎教育プログラムは

ノンフォーマル教育の分野であり、それら

は教育省のみならず、農業、地域開発、保

健、厚生などの省庁のもとで行われている

からである。それゆえに、ドナーと受入国

の政策協議においては基礎教育に関するマ

クロ経済とセクター内の連携、さらに長期

的かつ持続的なローカル・コストも含めた

支援が考慮されねばならない。」（下線は

引用者）

　この部分を読む限りリカレント・コスト

に対する言及は極めて限定されたものとな

っている。しかし、議場では具体的なリカ

レント・コスト支援をめぐってかなりの議

論が行われた。実際今回のこの会議の目的

は、基礎教育分野への支援に対して、ひと

つの方向性を出そうというものであり、リ

カレント・コスト支援への表明は、もっと

も重要な支援方策の変更を意味するもので

あった。

　先に紹介したカーヒルとキングのコンサ

ルタントペーパーの第７章の１節「ローカ

ルコストと教員給与」は、ペーパーをまと
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めるためのコンサルタティブ・フォーラム

Consultative Forum におけるリカレント･

コストと教員給与に関する議論を紹介して

いる。議場での議論の内容は、この報告の

内容にそったものと云うことが出来る。こ

の報告では次の様になっている。

　「多くの途上国の経済的危機のなかで、

リカレント・コストと教員給与の支援が大

きな焦点になってきたが、これは教員給与

を含めたリカレント・コスト支援に対して

ドナー国のコンセンサスが得られたことを

意味しない。しかし、いくつかの国や国際

機関はローカル・コストやリカレント・コ

スト支援に前向きである。例えば、オラン

ダは次の様に述べた。すなわち、『一定の

条件のもとで、特に国家計画の中に適切に

位置付けられ、漸次低減することを条件に

する場合には、一般予算支援や教員給与へ

の支援にもはや臆病であってはならない』。

また、スウェーデンは、タンザニアにおけ

る基礎教育への予算支援を行う予定であり、

『教員給与へのローカルコスト支援は実施

されるべきである』と述べている。世銀は、

逓減的 on a declining bases ではあるが、

ローカル・コストとリカレント・コストへ

のファイナンスに対して弾力的に対応する

用意があることを政策ガイドラインのなか

で表明した。一方でドイツは、直接的な教

員給与への支援は行うことはできないが、

『教員宿舎を増やすことへの支援を増加』

することは出来るとしている。また、アジ

ア開発銀行は『教員のキャリア形成や就業

状況のレビューを政府に義務づける』こと

を特別融資条件として含めた多くの教育プ

ロジェクトを開始した。そしてバングラデ

ィッシュにおいては女性教員の給与に対す

るコストをも含めたプロジェクトを行って

いる」。

　こうしたリカレント・コスト支援に対す

る積極的なドナーや国際機関のコメントを

見ても、限定された条件や逓減的支給が前

提となっているように、リカレント・コス

ト支援の持つ援助依存性の助長体質に対す

る強い警戒感が感じられる。スイスの見解

は前章で紹介したが、この報告書ではスイ

スと並んでカナダの意見を次の様に紹介し

ている。「このような補助は依存性を高め、

援助が終了した時に困難に陥らせるばかり

ではなく、地方分権的で民主的な教育プロ

グラムが行われるべき大きな改革への道を

阻害する」

　日本がこうしたリカレント・コスト支援

を懸念するグループと同じ歩調をとったの

は、基礎教育分野の自助努力を表明してい

ることに加えて、リカレント・コスト支援

が依存性の強化や泥沼化への危険があまり

に高いことがあったからであろう。

【数値目標をめぐって】

　教育援助の数値目標を述べているのは事

務局文書のパラグラフ２４である。このパ

ラグラフは第５章「基礎教育支援の優先度

の向上」Increased priority for assistance

to basic education の冒頭におかれている

最も長いパラグラフで１９行に及んでいる。

内容は以下の通り。

　「教育援助は援助全体における割合で見

ると、１９７９年の１６.５％から１９８

９年には１０.７％に減少した。国内およ

び国際的な財政支援のうちどれだけの金額

が基礎教育に使われているのかは明らかで

はない。同様に、ＥＦＡを達成するために

必要な国際的援助を含めた財政的必要額に

関する推定にも、大きな幅がある。ジョム

チェン会議以降援助コミットメントは増加

しているとはいえ、基礎教育の優先性は

『通常の仕事』のように扱われてはならな

い。公私にかかわらず、実質的な追加的リ

ソースはＥＦＡの目標達成のために用いら

れねばならない。すなわち、途上国は政府

の予算を収益率の最も高いセクターに振り

向けることと、公教育とノンフォーマル教
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育に対する民間およびＮＧＯ組織からの支

援を求めることを通してリソースを基礎教

育に投入する努力を強めねばならない。同

時に、ＤＡＣ加盟国は実質的な追加的援助

が特に４０から５０ヵ国の低所得国に対し

て必要であることを認識している。これら

の国はＥＦＡを達成することが非常に困難

だからである。ＤＡＣ加盟国は必要な追加

的な支援は，教育援助がすべての援助のな

かで少なくとも 16～17%、すなわち７０年

代中央の水準に上昇し、また教育援助のう

ち４０％が基礎教育の援助となるべきであ

ることを表明する」。

　コンサルタントペーパーにはＤＡＣ加盟

国や国際機関の教育援助の分析（８～１０

ページ）はあるが、このような数値目標に

ついてはなんらのコメントもない。これは

ＤＡＣ事務局において検討されたものと考

えられる。国際会議における数値目標の重

要性と必要性はそれぞれ会議の性格と内容

によって異なる。事務局としては会議の結

果をインパクトのあるものとするために数

値目標が必要と考えたのであろう。しかし、

国際会議での数値目標に敏感な日本はここ

に盛り込むことに反対意見を表明した。こ

れに対して議場からは特に強いエンドース

も反対意見もなかった。全体の雰囲気とし

ては数値目標にあまり重要性をおいていな

いようであった。そのため、この項の数値

目標は削除されることになった。

４.ＤＡＣ基礎教育会議の意味

　これまで述べてきたＤＡＣ基礎教育会議

の意味を現在の時点から、二つの側面で検

討したい。一つは国際的な教育援助の流れ

のなかから、今一つは日本の教育援助政策

に与えたインパクトについてである。

（1）国際教育協力の動向とＤＡＣ基礎教

育会議

　この会議の行われた９２年６月はＥＦＡ

会議から２年経過した時であり、多くの途

上国において、主として国際機関の支援を

受けてＥＦＡにむけたアクション・プラン

が作成されていた。この背景として、途上

国サイドの国際的な基礎教育支援の追い風

に乗り遅れまいとする意向が感じられた。

こうしたアクション・プランはかなり野心

的なもので必要とされる支援も大きかった

ために、国際機関の主導による援助協調の

ラウンドテーブル開催の必要性が認識され

ていた。こうした動きに対してＤＡＣとし

て加盟国の意向を確認することが大きな目

的であったと考えられる。援助協調の必要

性に関しては大きな前進があり、この会議

以降、教育分野における援助協調は軌道に

乗ったと見ることができる。

　しかし、援助の手法に関しては、リカレ

ント・コストに関する議論で見られるよう

に、各国の足並はそろわなかった。リカレ

ント・コスト問題は事務局とコンサルタン

トの主導で持込まれた感があり、アメリカ、

日本などの重要国からのコンセンサスが得

られていなかった。アメリカは ハードか

ら Capacity Building への移行を模索し

ており、日本は基礎教育支援そのものを模

索していたと言えるであろう。その段階で

のリカレント・コスト論議は、かなり無理

のある議題であった。国際機関およびＮＧ

Ｏを通しての支援を教育援助のツールとし

ている北欧諸国と、援助大国であるアメリ

カ、ドイツ、日本とでは基礎教育分野の援

助の特異性の認識に差があったということ

もできるであろう。つまり、援助大国にあ

っては基礎教育援助も Business as usual

として対処せざるを得なかったのである。

そのためでもないが、現在にいたるまでリ

カレント・コスト支援は非常に限られたプ

ロジェクトで実施されているのみであり、

基礎教育支援の重要なツールになっていな

い。

（2）日本の教育援助政策とＤＡＣ基礎教
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育会議

　この会議は、ユネスコなどの国連機関に

おける会議を別にして、援助の分野でのは

じめての基礎教育分野の会議であった。対

処方針の部分で述べたように、当時の日本

の援助関係者にとって基礎教育はＯＤＡで

本格的に対応することが困難な分野と認識

されていた。しかし、ＥＦＡによって国際

的な援助思潮は大きく変り、こうした会議

を通して日本も基礎教育援助に正面から取

り組む必要がでてきたのである。

　この会議の準備と並行して、「開発と教

育」分野別援助研究会の準備が行われ、２

ヵ月後の８月に正式にスタートした。この

研究会はよく知られているように日本では

じめての教育援助のポリシーペーパーとい

える「開発と教育分野別援助研究会報告

書」を作成した。このなかでは教育援助の

拡大と基礎教育の重視が表明された。ある

意味で、この会議の状況が報告書の内容に

影響していると見ることが出来よう。

　会議の影響として見逃せないことは、日

本の意見が強く求められた会議でもあった

ということである。９０年からトップドナ

ーとなった日本は、ＤＡＣのなかでも特別

な位置にあることを、会議参加者は強く認

識せざるをえなかった。援助手法やリカレ

ント・コスト論議に際しては日本の動向が

注目されたし、それに見合った見識を示す

ことが期待されたのである。

　この様な意味でこの会議は日本の基礎教

育援助のみならず教育援助が援助政策にお

いて中心的な課題となる一撃を与えた会議

であったと考えられるのである。

おわりに

　この会議の意味についてはこれまで述べ

たとおりであるが、大きな限界もあった。

それはＥＦＡを量的な拡大として捕らえて

いることである。ＥＦＡには質的な側面の

指摘もあったのであるが、この会議の時点

では、とにもかくにも子どもに教育をとい

う熱気が支配していたのである。現在では、

こうした量的な拡大をのみ追及する論調は

影をひそめ、質的側面や社会的公正が大き

なテーマになっている。そのことは、この

会議の報告と９６年のＤＡＣ新開発戦略と

を読み較べてみるとよく分かる。新開発戦

略の目標はＥＦＡと男女格差の是正の二つ

が並べられている注７）。

　また、ＤＡＣ新開発戦略では、この会議

で話題となったリカレント・コストに関す

る支援策は、パートナーシップ・モデルの

なかに解消されてしまい、特別な言及はな

い。しかし、リカレント・コスト支援が援

助ツールとして、意味がなくなったわけで

はなく、コミュニティー支援における選択

肢のひとつとして重要性は増していると思

われる。

　９２年当時と較べると、現在は国際教育

協力に関わる研究者の数は圧倒的に増加し

ている。当時は国際機関やドナーから矢継

ぎ早に出される教育援助に関する報告や文

献にキャッチアップすることすら容易では

なかった。しかし、現在においても、日本

の教育援助は量的には多くても、教育プロ

ジェクトの計画・運営・評価等において、

国際的な評価を得るには至っていない。多

額の教育援助を実施している日本は、理論

研究と実践の両面から教育協力における質

を高め、新たな手法を産みだしてゆく責任

を担っているのではなかろうか。そのため

には国際教育協力分野の政策立案者、研究

者、現場の専門家の人的物的交流をさらに

進めて行く事が必要であろう。

注

１）本論は会議に関するＤＡＣの公式文書と

筆者の私的なメモをもとに作成したもので、

会議に参加した日本代表団の意見を示すも

のではない。この会議への参加を許可され
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た外務省および国際協力事業団に感謝する。

２）本会議の正式メンバーはオーストラリア、

オーストリア、カナダ、デンマーク、フィ

ンランド、フランス、ドイツ、アイルラン

ド、イタリア、日本、オランダ、ニュージ

ーランド、ノルウェー、ポルトガル、スペ

イン、スウェーデン、スイス、イギリス、

アメリカの１９ヵ国の代表にＤＡＣ事務局

を加えたものであり、正式オブザーバーが

世界銀行とサヘルクラブ、招待オブザーバ

ーは、ＵＮＤＰ、ユネスコ、ユニセフであ

った。会議の議長はＤＡＣ議長（当時）の

アレキサンダー・ラブ Alexander Love（アメリ

カ）であった。

３）キングは日本にも来たが、どういうわけ

か日本の基礎教育援助はないことになって

いる。日本側の説明の仕方の問題もあろう

が、充分な調査とは言い難い。

４）１４のポイントは 次の通り。

①基礎教育にイニシアティブをおくことは、

教育、特に経済、人造り、参加型開発など

の戦略的な観点からの「教育」を考える際

に、いかなる政策的な意味があるか。

②ドナーの高等教育等に比しての基礎教育

分野への関心は低いが、どうすればバラン

スがとれるか。

③ＤＡＣメンバーは途上国の基礎教育の量

的･質的なニーズにどのように対応するの

か。

④教育改革の必要な国に対する支援の効果

的方法をどう考えるか。

⑤基礎教育が国家経済政策に組込まれるに

はいかなるドナー側の働きかけが必要か。

⑥ドナー・受入国間の政策協議が実効性を

持つようにするにはどうすればよいか。政

策協議を組織の効率性を高め、社会的弱者

（女性やマイノリティー）にも公平にアク

セスできるような教育システムの改革に資

するためにはどうしたらよいか。

⑦ユニセフ作成の「女子教育促進戦略」に

は教育における男女格差を縮小するための

多くのプログラム、行動が示されている。

ＤＡＣメンバーのコメント、成功例を紹介

してほしい。

⑧援助受入国のキャパシティービルディン

グに関するＵＳＡＩＤからの提案はどのよ

うに考えるか。

⑨ＤＡＣ事務局コンサルタントペーパーに

おける援助の実施率とＮＧＯの活用につい

て。

⑩教員給与の支援のような長期的なコミッ

トはドナーと受入国にとって如何なる結果

をもたらすか。どうすれば、受入国の援助

依存性を低めることができるか。どのよう

なプロセスのモニタリングや評価が必要で

あるか。

⑪現在のさまざまなレベルの援助調整は、

ＥＦＡの目標達成のための政策立案やプロ

グラムの効率的な実施に資するに充分か。

⑫ＥＦＡ支援のための援助のタイプ、規模、

目標値に対するコメントはあるか。

⑬ＥＦＡを達成するためには、最も不利な

状況にある国の不利な層への支援が重要で

あるが、そのためにはいかなるメカニズム

（援助国の変更も含めて）により充分な資

金を振り向けることができるか。

⑭さまざまなセクターに拡大しているＥＦ

Ａへの取り組みに関する政策協議、セクタ

ープログラムの調整、実施、援助評価、長

期的コミットメントを行うために、どのよ

うに援助実施にかかわる本部、現地の能力

を高めてきたか。

５）この文書は前文とあとがきに相当する部

分と５章からなり、全部で３１のパラグラ

フで構成されている。各章のタイトルとパ

ラグラフは次のとおり。

前書き部分（タイトルなし）パラグラフ１

から５

第１章「ドナー・援助受入国の協力のため

の新しい様式」 New Modalities for

donor recipient cooperation　パラグラ

フ６から１３
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第２章「より効果的な援助戦略」More

effective aid strategies　パラグラフ１

４から１７

第３章「女子教育の促進」Promoting the

education of girls　パラグラフ１８から

１９

第４章「基礎教育の国際支援のよりよい協

調」Better coordination of international

support for basic education　パラグラ

フ２０から２３

第５章「基礎教育支援の優先度の向上」

Increased priority for assistance to

basic education　パラグラフ２４から２

６

後書き部分　Follow-up　パラグラフ２７

から３１

６）改訂版は作成され９２年の上級会合でエ

ンドースされた。

７）ＤＡＣ新開発戦略の教育の目標は次の通

りである。

「２０１５年までにすべての国で初等教育

を普及させる」

There should be universal primary

education in all countries by 2015.

「２００５年までに初等・中等教育におけ

る男女格差を解消することによって、男女

平等および女性の地位の向上（エンパワー

メント）に向けた進歩を示す」

Progress toward gender equality and

the empowerment of women should be

demonstrated by eliminating gender

disparity in primary and secondary

education by 2005.
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